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(百万円未満切捨て)

１．2022年３月期第３四半期の連結業績（2021年４月１日～2021年12月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期第３四半期 5,611 － 64 － 109 － 61 －

2021年３月期第３四半期 5,865 △48.0 370 175.0 443 203.7 266 －
(注) 包括利益 2022年３月期第３四半期 171百万円( －％) 2021年３月期第３四半期 361百万円( 330.3％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年３月期第３四半期 3.41 －

2021年３月期第３四半期 14.69 －
　

(注)「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期首か

ら適用しており、2022年３月期第３四半期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっ

ております。このため、対前年同四半期増減率は記載しておりません。
　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年３月期第３四半期 15,984 13,070 81.8

2021年３月期 15,040 13,021 86.6
(参考) 自己資本 2022年３月期第３四半期 13,070百万円 2021年３月期 13,021百万円
　

　

　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年３月期 － 0.00 － 7.00 7.00

2022年３月期 － 0.00 －

2022年３月期(予想) 8.00 8.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

　

３．2022年３月期の連結業績予想（2021年４月１日～2022年３月31日）

　 (％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 9,040 － 350 － 350 － 250 － 13.79
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有
　

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期首
から適用しており、上記の連結業績予想は当該会計基準等を適用した後の数値となっております。このため、
対前期増減率は記載しておりません。

　　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)
　

　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無
　

　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

　

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年３月期３Ｑ 22,806,900株 2021年３月期 22,806,900株

② 期末自己株式数 2022年３月期３Ｑ 4,674,441株 2021年３月期 4,687,914株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年３月期３Ｑ 18,127,069株 2021年３月期３Ｑ 18,114,308株

　
　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等について）

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的である

と判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績

予測の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料３ページ「１．当四

半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染拡大による影響が長期化するなか、

ワクチン接種の普及や政府による景気対策により経済活動は緩やかな回復基調にあるものの、感染力の強い変異株

の流行により感染リスクが再拡大し、引き続き不安定な状況で推移いたしました。

また、当社グループの主要マーケットである中国を中心としたアジア市場においては、新型コロナウイルス感染

症の影響は限定的であり、経済活動は回復基調にあるものの、世界的な半導体不足、米中の通商問題の長期化など

不安材料も多く、引き続き先行き不透明な状況で推移いたしました。

このような経営環境のなか、当第３四半期連結累計期間における当社グループの売上高は、56億11百万円（前年

同期は58億65百万円）となり、営業利益は64百万円（前年同期は営業利益３億70百万円）、経常利益は１億９百万

円（前年同期は経常利益４億43百万円）、親会社株主に帰属する四半期純利益は61百万円（前年同期は親会社株主

に帰属する四半期純利益２億66百万円）となりました。

なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。）等を第１四半期連結会計期間

の期首から適用しております。この結果、前第３四半期連結累計期間と収益の会計処理が異なることから、経営成

績に関する説明において増減額及び前年同期比（％）を記載せずに説明しております。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。各金額についてはセグメント間の内部取引を含んだ金額

を記載しております。

①ランプ事業

一般照明用ランプについては、概ね想定した出荷数で推移したものの、産業用ランプの主力製品である、露光装

置用光源ユニット用ランプの出荷数は、新型コロナ感染拡大による営業活動の制限や一部で他社製品が使われるな

どの影響により、想定した数量を出荷できなかったことで、計画を下回って推移しました。

また、産業用ＬＥＤについては、各種検査機器・セキュリティ機器をはじめ、幅広い産業分野での光源としての

活用が期待され、引き続き各企業と実用化を進めており、将来の柱となる事業とすべく全社を挙げて取り組んでお

ります。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間において、売上高は17億61百万円（前年同期は21億23百万円）、セグメ

ント利益は、28百万円（前年同期はセグメント利益１億99百万円）となりました。

②製造装置事業

配向膜印刷装置は、計画された立上作業の時期が顧客の都合により翌四半期に遅れたほか、各顧客が研究・試作

または量産向けに検討されたインクジェット印刷装置の導入時期を延期するなど、想定した出荷数には至らず、計

画を下回って推移しました。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間において、売上高は38億63百万円（前年同期は37億49百万円）、セグメ

ント利益は３億10百万円（前年同期はセグメント利益４億86百万円）となりました。

　



3

（２）財政状態に関する説明

①資産、負債及び純資産の状況

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べ９億６百万円増加し、131億98百万円となりました。その主な要因は、

現金及び預金が12億９百万円、電子記録債権が１億98百万円、仕掛品が４億21百万円増加した一方、受取手形、

売掛金及び契約資産が10億５百万円減少したことによるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べ36百万円増加し、27億85百万円となりました。その主な要因は、投資

その他の資産のその他に含まれる投資有価証券が１億57百万円増加した一方、建物及び構築物（純額）が34百

万円、有形固定資産のその他に含まれる機械装置及び運搬具が37百万円、投資その他の資産のその他に含まれ

る繰延税金資産が21百万円減少したことによるものであります。

以上の結果、資産合計は、前連結会計年度末に比べ９億43百万円増加(6.3％増)し、159億84百万円となりま

した。

（負債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べ８億82百万円増加し、26億51百万円となりました。その主な要因は、

契約負債が11億14百万円増加した一方、未払法人税等が２億５百万円減少したことによるものであります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べ11百万円増加し、２億61百万円となりました。その主な要因は、その

他に含まれる繰延税金負債が９百万円、リース債務が８百万円増加した一方、長期借入金が６百万円減少した

ことによるものであります。

以上の結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べ８億94百万円増加(44.3％増)し、29億13百万円となりま

した。

（純資産）

純資産は、前連結会計年度末に比べ49百万円増加(0.4％増)し、130億70百万円となりました。その主な要因

は、親会社株主に帰属する四半期純利益が61百万円、その他有価証券評価差額金の増加額１億９百万円があっ

た一方、剰余金の配当が１億26百万円あったことによるものであります。

以上の結果、当第３四半期連結会計期間末における自己資本比率は、上述の資産及び負債の増加を受け、前

連結会計年度末に比べ4.8ポイント減少し、81.8％となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　第３四半期連結累計期間の業績を勘案し、2021年５月７日に公表いたしました2022年３月期通期連結業績予

想を修正いたしました。詳細につきましては、本日（2022年２月３日）公表の「業績予想の修正に関するお知

らせ」をご参照ください。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,453,163 7,663,006

受取手形及び売掛金 2,814,195 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － 1,808,846

電子記録債権 286,765 484,905

商品及び製品 264,410 198,708

仕掛品 1,507,938 1,929,630

原材料及び貯蔵品 824,499 802,985

前渡金 38,406 102,325

その他 102,711 208,393

貸倒引当金 △149 △73

流動資産合計 12,291,943 13,198,728

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 775,290 740,807

土地 722,733 722,733

その他（純額） 552,259 492,648

有形固定資産合計 2,050,283 1,956,190

無形固定資産

その他 20,529 17,074

無形固定資産合計 20,529 17,074

投資その他の資産

その他 722,438 856,432

貸倒引当金 △44,421 △44,314

投資その他の資産合計 678,017 812,118

固定資産合計 2,748,830 2,785,383

資産合計 15,040,773 15,984,111
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 462,501 372,690

電子記録債務 73,254 207,392

短期借入金 130,000 －

1年内返済予定の長期借入金 113,416 40,958

未払法人税等 207,776 1,857

賞与引当金 151,071 72,065

製品保証引当金 12,245 19,109

工事損失引当金 1,280 －

前受金 146,197 －

契約負債 － 1,260,944

その他 471,554 676,876

流動負債合計 1,769,297 2,651,894

固定負債

長期借入金 187,566 181,104

その他 62,393 80,546

固定負債合計 249,959 261,650

負債合計 2,019,256 2,913,544

純資産の部

株主資本

資本金 2,133,177 2,133,177

資本剰余金 2,568,397 2,569,524

利益剰余金 9,277,183 9,212,224

自己株式 △1,173,730 △1,170,357

株主資本合計 12,805,027 12,744,568

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 216,489 325,998

その他の包括利益累計額合計 216,489 325,998

純資産合計 13,021,516 13,070,567

負債純資産合計 15,040,773 15,984,111
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

売上高 5,865,213 5,611,829

売上原価 3,841,003 3,763,279

売上総利益 2,024,210 1,848,550

販売費及び一般管理費 1,653,544 1,783,809

営業利益 370,666 64,740

営業外収益

受取利息 1,952 12

受取配当金 15,508 20,558

助成金収入 52,578 33,886

雑収入 14,282 5,461

営業外収益合計 84,320 59,917

営業外費用

支払利息 3,441 2,182

為替差損 6,389 7,601

支払補償費 － 4,418

シンジケートローン手数料 1,183 1,183

雑損失 84 66

営業外費用合計 11,098 15,452

経常利益 443,887 109,205

特別利益

固定資産売却益 318 163

特別利益合計 318 163

特別損失

新型コロナウイルス感染症による損失 72,110 －

固定資産除却損 1,296 2

特別損失合計 73,407 2

税金等調整前四半期純利益 370,798 109,367

法人税、住民税及び事業税 137,803 65,268

法人税等調整額 △33,142 △17,775

法人税等合計 104,661 47,493

四半期純利益 266,137 61,873

親会社株主に帰属する四半期純利益 266,137 61,873
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

四半期純利益 266,137 61,873

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 94,942 109,509

その他の包括利益合計 94,942 109,509

四半期包括利益 361,079 171,383

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 361,079 171,383

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

　

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

これにより、従来、顧客先に据付け動作を確認した時に収益を認識していた製造装置の販売に関して、動作確

認後の顧客先での調整及び立会業務については別個の履行義務として収益を認識することとしました。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半

期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、

収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従

ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識

会計基準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに行われた契約

変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を第１

四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は117,648千円減少し、売上原価は67,649千円減少し、営業利

益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ49,998千円減少しております。なお、利益剰余金の当期

首残高への影響はありません。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示してい

た「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示

し、また、「流動負債」に表示していた「前受金」は、第１四半期連結会計期間より「契約負債」に含めて表示

することとしました。なお、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度につ

いて新たな表示方法による組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会

計基準第12号 2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第３四半期連結累計期間に係

る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与え

る影響はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２ランプ事業 製造装置事業 計

売上高

　外部顧客に対する売上高 2,115,386 3,749,827 5,865,213 － 5,865,213

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

8,220 － 8,220 △8,220 －

計 2,123,606 3,749,827 5,873,434 △8,220 5,865,213

セグメント利益 199,876 486,818 686,695 △316,029 370,666

（注）１ セグメント利益の調整額△316,029千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であ

ります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　 ２ セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（単位：千円）

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２ランプ事業 製造装置事業 計

売上高

　日本 888,294 1,477,834 2,366,128 － 2,366,128

　中国 461,523 1,160,543 1,622,067 － 1,622,067

　アジア（中国を除く） 376,840 1,195,580 1,572,420 － 1,572,420

その他 21,927 29,285 51,212 － 51,212

顧客との契約から生じる収益 1,748,586 3,863,243 5,611,829 － 5,611,829

　外部顧客への売上高 1,748,586 3,863,243 5,611,829 － 5,611,829

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

12,842 580 13,422 △13,422 －

計 1,761,428 3,863,823 5,625,252 △13,422 5,611,829

セグメント利益 28,964 310,791 339,756 △275,015 64,740

（注）１ セグメント利益の調整額△275,015千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であ

ります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　 ２ セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識に

関する会計処理を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しております。

　当該変更により、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の「製造装置事業」の売上高は117,648千円減

少、セグメント利益は49,998千円減少しております。
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（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の影響について）

当社グループは、新型コロナウイルス感染症の影響が一定期間継続するものとして会計上の見積りを行ってお

り、当該会計上の見積りの仮定について前連結会計年度から重要な変更はありません。

しかしながら、新型コロナウイルスの感染拡大による影響は不確定要素が多く、当社グループの財政状態、経

営成績に影響を及ぼす可能性があります。

（連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用）

当社及び一部の国内連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年法律第８号)において創設

されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項

目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務

対応報告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第28号 2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額につい

て、改正前の税法の規定に基づいております。

　


